
 

   

Ｑ. 孫は祖父から相続時精算課税贈与によって令和6年に200万円の贈与を受けた。しかし、祖父が令和7年7月に死亡したことから、200万円は父の相続財産に加算し

なければならないか。 

 なお、孫は遺贈によって財産を取得していない。 

 

【答え】 

 

① 90万円（200万円－110万円）は加算しなければならない。 

 

② 孫は遺贈によって財産を取得していないから200万円は加算しなくてもよい。 

 

 

【解答】 90万円（200万円－110万円）は加算しなければならない。 

 

【解説】 

相続時精算課税贈与とは、原則として60歳以上の父母または祖父母などから、18歳以上の子または孫などに対し、財産を贈与した場合において選択できる贈与税の制度です。 

この制度を選択する場合には、贈与を受けた年の翌年の2月1日から3月15日までの間に一定の書類を添付した「相続時精算課税選択届出書」を提出する必要があります。 

なお、この制度は贈与者（父母または祖父母など）ごとに選択できますが、一度選択すると、その選択に係る贈与者（以下、「特定贈与者」といいます。）から贈与を受ける財産（以

下、「相続時精算課税適用財産」といいます。）については、その選択をした年分以降すべてこの制度が適用され、「暦年課税」へ変更することはできません。 

相続時精算課税を選択した受贈者は、特定贈与者ごとに、１年間に贈与により取得した財産の価額の合計額から、相続時精算課税に係る基礎控除額（以下、「精算課税基礎控除額」

といいます。）110万円を控除し、特別控除（最高2,500万円）の適用がある場合はその金額を控除した残額に、20％の税率を乗じて、贈与税額を算出します。 

また、特定贈与者である父母または祖父母などが亡くなった時の相続税の計算上、相続財産の価額に相続時精算課税適用財産の贈与時の価額の合計額から、贈与を受けた年分ごと

に、精算課税基礎控除額110万円を控除した残額を加算して相続税額を計算します。 
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